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環境経済学 講義資料２３
自動車問題

松本 茂

shmatsumoto@aoyamagakuin.jp

１．自動車問題

（１）自動車問題の種類

① 自動車公害問題

a. 地球温暖化問題

b. その他の自動車公害問題

② その他の自動車問題

例： 交通事故，交通渋滞

a. 地球温暖化問題

 化石燃料（ガソリンや軽油）の使用により生ずる問題で
ある。

 燃料１単位あたり被害額は化石燃料の使用方法・場所
に依存しない。

 化石燃料の使用目的は問わず、純粋に化石燃料の使
用状況に応じてその使用者に負担を求めることが経済
学的には望ましい。
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化石燃料を1ｔ多く使用した時の温暖
化被害の増加額

排出量（ｔ） 排出量（ｔ）10ｔ→11ｔ 10ｔ→11ｔ

環境被害
増加額

環境被害
増加額

2万円 2万円

都会 地方

現行の揮発油（ガソリン）税

1リットル当たりの揮発油（ガソリン）税

揮発油税 地方揮発油税 合計

本則 24.3円 4.4円 28.7円

暫定税率 24.3円 0.8円 25.1円

合計 48.6円 5.2円 53.8円

出所： 石油連盟 Ｈ１６
石油化学製品製造用のナフサ、灯油、軽油、農林漁業用Ａ重
油については、石油石炭税が還付されている。

ＣＯ２ベースでの比較

 石油石炭税

 原油、石油製品（2,040円/kℓ）⇒約780円/t‐CO2

 石炭（700円/t）⇒約290円/t‐CO2

 LPG、LNG（1,080円/t）⇒約400円/t‐CO2

 ガソリン税（53.8円/ℓ）⇒約23,000円/t‐CO2

 軽油取引税（32.1円/ℓ）⇒約12,000円/t‐CO2

 温暖化対策への影響という視点から見ると、バランスを
欠いた税制となっている。
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諸外国との比較

欧州自動車工業会のホームページより2010年1月

ヨーロッパ諸国と比べると日本の揮発油税はむしろ安い。

b. 伝統的な大気汚染問題

 伝統的な大気汚染問題（NOx, SPM）

1. 排ガス公害： 燃料に含まれる不純物質が排気ガスと
ともに排出されることにより発生する公害

2. 走行公害： 自動車の走行中に路面が削られることに
より発生する公害

大気汚染被害の発生の仕方

 被害の発生の仕方は、車種、走行場所、走行方法など
複数の要因に依存する。

 化石燃料の使用量と被害程度が比例関係になってい
るわけではない。

 化石燃料の使用状況に応じた一律の負担を求めて問
題を解決することは不適当である。

化石燃料を1ｔ多く使用した時の大気
汚染被害増加額

排出量（ｔ） 排出量（ｔ）10ｔ→11ｔ 10ｔ→11ｔ

環境被害
増加額

環境被害
増加額

2万円

1万円

都会 地方
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伝統的な大気汚染対策

 国民の健康を考慮し、疫学的な視点から環境基準を
制定

 国・地方政府は環境基準を達成するため努力するが、環
境基準を達成させる義務はないとの考え方が支配的

 大気汚染状況を監視して、必要に応じた対策を取るよ
うに、国が地方政府にもとめる。

 地域の事情を勘案し、地方政府は環境対策を策定・実
施する。

排ガス規制

 発生源対策として排ガス規制を制定

 歴史的には自動車メーカーの技術革新により対応

環境基準達成状況

出展： 環境省 Ｈ２１

伝統的な大気汚染問題

 集積効果があるため、局所的には、まだ問題を抱えている
地域はある。しかし、全体としては大きな問題ではなくなりつ
つある。

 また、問題地域（自動車ＮＯｘ・ＰＭ法の対策地域）でも、近
年は改善がみられる様になってきている。

 他の伝統的な大気汚染問題と同様に技術革新により克服で
きつつある問題

 従来は環境負荷の大きいディーゼル車とガソリン車を差別し
てきたが、ディーゼル車の技術進歩により、昨今は同等に扱
われるようになってきている。
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②その他の自動車問題

 大気汚染（CO2, NOx, SPM）以外にも、自動車の走行は
社会問題を発生させている。

 道路損傷，渋滞問題，交通事故問題

 自動車のユーザーは、それらの費用を適切に負担して
いない。

 自動車走行に伴う社会問題の費用に照らすと、自動車
のユーザ－負担は過小であると考えられている。

大気汚染以外の自動車問題

 社会的費用の発生の仕方は、車種、走行場所、走行
時間、走行距離などにより異なる。

 大気汚染問題と同じ様に、化石燃料の使用量と被害程
度が比例関係になっているわけではない。

 車種、走行場所、走行時間、走行距離などを勘案し、
自動車ユーザーに負担を求めることが必要である。

（２）自動車問題についてのまとめ

 地球温暖化問題

 化石燃料の使用問題として、他分野とのバランスをとり対応すべ
き問題

 運輸部門は負担超過だが、それは日本が特別なわけではない。

 伝統的な大気汚染問題

 ローカルな環境問題なので、地方が独自の対応を出来るような
配慮が必要

 技術的に克服されつつある問題

 その他の自動車問題

 自動車の使用状況に依存する問題であり、使用制限が必要。

自動車問題の分類

道路損傷温暖化
問題

伝統的
大気汚染

渋滞・駐車
場問題

奢侈品

被害の発生状況が地域間で
異なる ローカルな問題

被害の発生状況が地域間で
同じ グローバルな問題

地方政府の裁量の余地が残さ
れる問題

中央政府が方針を決定する
問題

自動車問
題ではな
いが、自動
車は伝統
的に奢侈
品とみなさ
れ課税され
てきた。

ネットワークの問題があ
るので完全に地方政府
の問題ではない。
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自動車問題対策の種類

1. 自動車利用量の制限を目的としない対策
 新技術の開発促進・普及

 伝統的な大気汚染問題 排ガス改善

 温暖化対策 ハイブリッド車、電気自動車

2. 自動車利用量の制限を目的とする対策

 直接的な対策

 交通マネージメント（利用者制限、台数制限、番号制限、時間
制限、利用形態制限など）

 間接的な対策
 自動車関係諸税や使用量料金徴収

理想と現実

 理想

 先述した様に自動車の使用状況により社会的費用の発生状況
が異なってくるが、その差異を組み込みユーザー負担をさせる
ため、１台１台の車が“いつ”“どこを”通行したかを補足する。

 各車にGPSをつけて対処しようという試みも考えられているようで
ある（オランダやデンマーク）

 現実
 個人のプライバシーの問題などがあり、GPSの利用などは到底

無理そうである。

 政策を併用することにより、どれだけ最適状況に近づけるかがこ
の分野の問題となる。

揮発油税の効果

間接的な対策の効果
ガソリン税

 弾力性
 GRAHAM, D. and S. GLAISTER, 2002, The Demand for 

Automobile Fuel: A Survey of Elasticities, Journal of Transport 
Economics and Policy Vol.36, pp.1‐26

 ガソリン需要
 GDP10%上昇↑ ⇒ 短期 4％増加↑

長期 10％増加↑
 価格10％上昇↑ ⇒ 短期 3～4％減少↓

長期 7％減少↓
交通量
 価格10％上昇↑ ⇒ 長期 3％減少↓
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化石燃料の価格弾力性

化石燃料
の消費量

価格

短期需要曲線

長期需要曲線

p0
p1

x0x1x2

化石燃料に対する大幅な増税は難しい。

僅かな増税では、短期的には大きな効果
は見込めないが、長期的には大きな効果
が見込まれる。

間接的な対策の効果
ガソリン税

 弾力性
 GRAHAM, D. and S. GLAISTER, 2002, The Demand for 

Automobile Fuel: A Survey of Elasticities, Journal of Transport 
Economics and Policy Vol.36, pp.1‐26

 ガソリン需要
 GDP10%上昇↑ ⇒ 短期 4％増加↑

長期 10％増加↑
 価格10％上昇↑ ⇒ 短期 3～4％減少↓

長期 7％減少↓
交通量
 価格10％上昇↑ ⇒ 長期 3％減少↓

２．現行の自動車政策の問題点 現行の自動車関係税
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（１）現行の自動車関係諸税の種類
（２）課税根拠

① 道路損傷負担金

② 財産課税

③ 自動車公害問題への課徴金

（３）財源としての自動車関係諸税
（平成19年度決算額）

（３）財源としての自動車関係諸税
（平成19年度決算額）

① 国税52兆6,558億円
 自動車重量税1兆1,098億円（2.1％） 揮発油税2兆8,204
億円（5.4％）

② 都道府県税186,642億円
 自動車取得税4,247億円（2.3％） 自動車税1兆7,174億円
（9.2％） 軽油取引税1兆339億円（5.5％）

③ 市町村税21兆6,026億円
 自動車重量税の1/3が国から譲渡される。約3,699億円
（1.7％） 軽自動車税1,636億円（0.8％）
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（４）エコカー普及策

 エコカー補助金
 環境対応車（エコカー）への買い換え・購入に対する助成が実施され、普通自

動車1台あたり10万円、軽自動車7万円の補助金が交付

 第1期 2009年4月～2010年9月（予算 約5800億円）
 第2期 2011年12月～2012年9月 （予算3000億円）

 エコカー減税
 2009年4月～現在
 自動車取得税（取得価格の5％相当）
 新車得録や車検時に納める自動車重量税を減税

 減税率は、エネルギー源と燃費によって3段階に分けられている。

 低排出ガス車については、新車新規登録した年度の翌年年度分
の自動車税（都道府県税）も減免

Tax Reduction for Eco Friendly Cars 
(Japan)

First Three Years
Weigh = 1.5t, Engine Size = 2,000CC, Price = 2,000,000 yen

Normal Car Hybrid Car

Acquisition Tax＊１（Local Tax） 100,000 yen 0

Weight Tax＊２（National Tax） 45,000yen
(was 56,700 yen) 0

Automobile Tax＊3（Local Tax） 118,500 yen 99,000 yen

Total 263,500 yen
(was 275,200 yen) 99,000 yen

*1. Car Price×５％
*2. 5,000 yen / 0.5t・year  (5,000×3)×3 = 45,000 yen
*3. 39,500 yen / year 39,500×3＝118,500円，2nd year 20,000

自動車関係諸税のグリーン化

 日本だけでなく、欧州でもCO2を課税の基準に取り入れ
た自動車課税が実施されている。（2009年7月現在17カ
国）

EU指令案

 自動車関係税に関する指令案 Proposal for a council 
directive on passenger Car related tax（2005.7）
 税制のグリーン化

 2008年末までに税収の少なくとも25％を、2010年までに税収
の50％を、CO2排出量の要素を取り入れたものとすべき。

 登録税の廃止

 2015年までに登録課税（Registration Tax）を廃止する（保有
課税 Annual Circulation Tax）を同額程度増額するなどによ
り、税収中立を確保）
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EUのCO2排出規制

 2020年までに自動車産業全体の平均CO2排出量を
95g/kmとする。

 個別メーカー毎に割り当て

 複数企業のプール制

相対評価と絶対評価

付録

日本の制度と欧州の制度の違い

 環境改善効果の評価方法
 欧州

 絶対評価（走行距離当たり二酸化炭素排出量）

 日本

 相対評価（燃費基準達成レベル）

 税率スライド
 イギリス・デンマーク

 必要な税収を確保するため税率スライド制を導入。

 ドイツ・日本

 税率スライド制は利用していない。

相対評価

Weight (kg) Standard Gas 
Mileage (Km/L)

‐702 21.2

730‐827 18.8

828‐1015 17.9

1016‐1265 16.0

1266‐1515 13.0

1516‐1765 10.5

1766‐2015 8.9

2016‐2265 7.8
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エコカー減税の効果

エコカー減税の効果

1. 当初予想したより遥かに多くのエコカーが売れた。

2. 自動車関係税が大幅に減少した。

3. 富裕層ほど、減税を通して多くの便益を得られる。

Impact of tax reduction
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Tax Reduction for Hybrid Cars

 Gallagher and Muehlegger (2011)
 アメリカの州で導入された減税によるハイブリッドカー普及
策の効果を検証

1. 効果はあった。

2. ガソリン価格が上昇すると低燃費のハイブリッドは売れ
るようになる。（ガソリン代を年間100ドル節約できる様に
なるなら、ハイブリッドの売り上げは13％上昇した）

3. 売上税の減免の方が所得税控除よりもはるかに効果が
あった。（平均1077ドルの売り上げ税減免は、平均2011ド
ルの所得税控除よりも3倍の効果があった）
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出典： 総務省（平成23年）

減収補てん特例交付金

 エコカー減税の影響で地方は大幅な税収不足となってい
る。

 税収不足を補うため、減収補てん特例交付金が交付されて
いる。

 平成21年度：全国区市町村計 500億円，東京都 13億5,958万
円

 自動車業界の雇用対策として、一時的に導入されていると
の認識される。

 このまま減税を続けていくのは、自動車の利用者と自動車未
利用者との平等性を考えると難しい。

３．自動車政策について考える

道路損傷温暖化
問題

伝統的
大気汚染

渋滞・駐車
場問題

奢侈品

車種や
使用目的

等に配慮
する役割

CO2発生量

に応じた負
担を求める

役割

自動車の使用抑制
自動車公害問題緩和

の役割

車種ごとの

道路損傷差を
評価する役割

小型車を
普及させ
CO2の発生

抑制をする
役割

揮発油税 自動車税

自動車税

自動車重量税

自動車重量税

走行距離に応
じた負担を求
める役割

Congestion 
Pricing

Road 
Pricing

検討されて
いる対策に
期待される

役割

既存税の役
割
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自動車関係諸税の複雑化の要因

1. 自動車が複数の問題を発生させているため

 単純な税制を利用した場合、複数の自動車問題に対
応できない。

2. 国や地方政府にとって自動車関係諸税が非常に重
要な財源であるため

 それぞれが課税のし易い（徴税コストの低い）方法で課
税をしようとするため

理想と現実

 地球温暖化対策として化石燃料の使用にはCO2発生
ベースの一律課税を

 産業保護政策（農林漁業，航空業，化学工業）を求めら
れるため難しい。

 その他の自動車問題への対策のために、なるべく使用
状況（走行場所、走行距離、走行時間）に応じたユー
ザー負担を

 制度の煩雑さや施行費用を考慮すると余り複雑な制度は
使えない。

走ることが問題！
Parry, Walls, and Harrington (2007)

表１．走行距離当たり自動車の外部費用推計（ガソリン乗用車，単位 円/km）

中位推計値 下位値－上位値

兒山・岸本
（2001） 金本（2007） 兒山・岸本

（2001） 金本（2007）

燃料関係

気候変動 2.2  2.0  0.05－17.7 0.3－3.4

原油依存 － 0.5  － 0－1.3

小計 2.2 2.5 0.05－17.7 0.3－4.7

走行関係

大気汚染 1.8  1.1  1.1－2.6 0.1‐3.2

事故 7.1  2.5  中間値のみ掲載 0.7‐4.8

混雑 7.3  7.0  2.0－14.6 0‐36

騒音 3.6  1.3－5.2 －

道路損傷 － 0.1  － －

インフラ費用 過少費用 7.0  － 中間値のみ掲載 －

小計 26.8 10.7 4.4－22.4

合計 29.0  13.2  4.45－40.1 1.2‐48.8
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図２．プリウスと競合車の走行距離比較
(2010年3月時点で中古車市場に販売されている2007年式自動車）

プリウス 競合車 その他

自動車ユーザーは十分税金を負担し
ているのか？

 燃費20㎞/ℓ、排気量1250cc、車両重量1250kgの自動車
を250万円で購入し3年間で2万5000㎞走行した場合

 自動車関係税 26万3650円
 （自動車取得税12万5000円、自動車税3万4500円、自動
車重量税36,900円、揮発油税67,250円）

 外部費用 29万6250円
 気候変動費用は2万8750円（1万円/CO2 1トン）

 走行関係費用は26万7500円（10.7円/km）となる。

 外部費用を10円/km、自動車の燃費を10㎞/ℓと想定し

た場合、外部費用を内部化するために必要となる揮発
油税の税率は100円/ℓとなる。

 これは現行の税水準53.8円/ℓよりは遥かに高い水準と
なる。

外部費用を全て揮発油税で賄うため
には？
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表３．車種別の平均外部費用（約3年間分）

車種
平均走行距
離（ｋｍ）

平均CO2発生
量(kg/台)a

気候変動費
用（円）b

走行関係の
費用（円）c

外部費用合
計（円）

プリウス 35,770 2325.0  23,250  382,734  405,984 
競合車
アクセラスポーツ 22,756 3433.1  34,331  243,494  277,824 
プジョー２０７ 17,280 3464.8  34,648  184,896  219,544 
ノート 29,826 3626.9  36,269  319,137  355,405 
フィット 27,000 2768.7  27,687  288,900  316,587 
ウィッシュ 30,894 5066.1  50,661  330,568  381,230 
ヴィッツ 25,493 2715.2  27,152  272,778  299,930 
ＶＷゴルフ 28,080 5024.8  50,248  300,451  350,699 
オーリス 24,014 3252.9  32,529  256,952  289,481 

その他
コルト 31,286 3893.8  38,938  334,757  373,696 
スイフト 23,574 3303.2  33,032  252,246  285,277 
ティーダ 25,088 3262.4  32,624  268,444  301,068 
デミオ 20,430 2581.8  25,818  218,596  244,414 
パッソ 21,669 2502.6  25,026  231,857  256,883 
ベリーサ 23,838 3020.1  30,201  255,065  285,266 
ポルテ 24,935 3611.4  36,114  266,805  302,920 
マーチ 23,140 2630.0  26,300  247,595  273,895 

注: a = 10.15 モードの値で各車のCO2排出量を推計、その合計値を総台数で割り、平均的な車のCO2排出量を求めた。

b = CO2 1トンあたり約1万円の被害額を想定。

c = 金本（2007）にならい走行関係の外部費用を1km当たり10.7円と想定。走行関係の費用はプリウスについてもガソリン車と同等と仮定。

果たしてそれ程ハイブリッド自動車の
減税をする必要があったのか？

 プリウスを選択することで節約することのできる気候変
動の費用は3年間で4,000円から16,000円

 250万円でプリウスを購入した場合
 100％減税（免税）の適用を受けると初年度に12万5,000
円の自動車取得税が免税

 同価格のガソリン車を購入した場合
 75％減税の適用を受けると9万3750円の免税

 差額は3万1,250円となるが、これは先の気候変動の節
約費用の2倍程度となる。

（３）将来の自動車関係諸税
①ガソリン税

 財源として非常に重要な税

 温暖化対策のために重要な税

 諸外国と比べて特に税率が高いわけではない。
 大幅な減税は期待しにくい。

 一方、他の石油関連税に比べると、税率が高い。

 他の石油関連税とのバランスを考慮し、多少の見直しが
なされる可能性はある。

 将来的には税収が減っていくため、揮発油税に代わる
税（走行税）が必要になる。
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②その他の自動車関係諸税

a. 自動車のグリーン化を促進するためのインセンティブ税
として活用

 CO2排出量に応じて税率を差別化して利用

b. 自動車の走行により発生する社会的費用を自動車
ユーザーに負担させる税

 道路損傷負担金として利用

 交通渋滞緩和のために利用

a．インセンティブ課税

 インセンティブ課税として、自動車取得税、自動車税を
活用

 燃費ベースか走行距離当たり二酸化炭素排出量で設
定（欧州に揃えるなら後者）

 現行の制度はＥＵなどに比べバンドルが荒いので、より細
かなバンドルを設定する必要がある。

 技術進歩に備えて、税率を変化させていく必要があ
る。

 しかし、余り頻繁に制度を変更すると、自動車ユーザーが
混乱し担当部局に苦情が殺到することになる。

b．社会的費用のユーザー負担

 現在は化石燃料の使用量を走行距離の代理変数とみなし
て、化石燃料の使用量に応じた負担を自動車ユーザーに求
めているが、将来は走行距離をベースにして自動車ユー
ザーに負担をもとめる必要がある。
 全て電気自動車になっても道路は損傷する。道路の補修費用

は必要。

 一方、社会的費用の発生は、車種、走行距離、走行時間、
走行場所などに影響を受けるので、それらを勘案する制度
を設ける必要がある。
 地方で軽自動車を日中に乗った場合の社会的費用と都心で3

ナンバーの車を朝夕のラッシュ時に乗る場合の社会的費用は
異なる。

より効率的な課税を目指して！

 走行距離に応じた対応

 走行距離メーター（改ざん？）

 Road Pricing （技術的制約をどう克服するか）

 高速道路料金（無料化は世界的な潮流に逆行）

 走行場所による差異化

 自動車税の地域間差別化

 高速道路料金の差異化

 一部地域での Congestion Pricing の導入



2016/11/22

17

利用料金の徴収

 渋滞税の導入により以下の改善効果がみられた。
 Sean D. Beevers and David C. Carslaw (2005) The Impact of Congestion 

Charging on Vehicle Emissions in London. Atmospheric Environment
Vol.39, pp.1‐5.

 NOｘ
 域内 12%減少，内環道路 1.5%増加

 PM10
 域内 11.9%減少，内環道路 1.4%減少

 CO2
 域内 19.5%減少，内環道路 0.6%減少

 走行距離（域内）
 バス 20％増加，タクシー 13％増加
 自家用車 29％減少，トラック等 11％減少


